
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

疾病予防対策事業費等補
助金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

受動喫煙対策促進事業をH30年度より新設したため。

32年度要求

事業番号 0331

高齢社会対策、子ども・若者育成支援、少子化社会対
策、食育推進、男女共同参画

31年度当初予算

891

891 0

年度34

34 年度
28年度 29年度 30年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

42.2 42.4 - -

15 15 -

「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な
方針」（平成24年厚生労働省告示第430号）

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

65.6 67.7

12

17.7

12

-

-

-

▲ 226 -

891

関係する
計画、通知等

達成度

18.3

-

12

年度

-

12

-

35.5 35.3 - -

15 0

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

222 191 659 891 0

191 490

執行率（％） 100% 100% 74%

事業②
平成34年度に望まない受
動喫煙のない社会を目指
す（0％）

受動喫煙の機会を有する
者の割合（飲食店）＝非喫
煙者のうち受動喫煙の機
会を有する者／有効回答
者数×100
（全国補正値）

成果実績 ％

目標値

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

①喫煙や食習慣等の生活習慣の改善による糖尿病予防や疾病の重症化を予防するため。
②受動喫煙により亡くなる方は、年間約15,000人であり、国民全体の命と健康を守るため、望まない受動喫煙が生じない社会環境の整備の推進を図るため。
③健康づくりにおけるボランティア等の活動の重要性に鑑み、地域において健康づくりに取り組むボランティアの実践的かつ主体な活動に対する支援を行うた
め。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

222

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

885

-

29年度

①たばこ対策促進事業として、地域での連携を図り、未成年者の喫煙防止対策、禁煙・節煙を希望する者に対する支援体制の整備を図る等、地域の実情に
あわせた施策を実施。
【補助率】１／２（都道府県、保健所設置市、特別区）
②受動喫煙対策促進事業として、施設管理者などを対象とした受動喫煙防止対策に関する講習会・説明会等の実施、国民や施設管理者等に対し、受動喫煙
による健康影響についての普及啓発の実施等、望まない受動喫煙が生じない社会環境の整備の推進のための施策を実施。（平成30年度より実施。）
【補助率】１／２（都道府県、保健所設置市、特別区）
③糖尿病予防戦略事業として、民間産業や大学等と連携し、地域特性を踏まえた課題解決型の糖尿病対策を展開する。また、飲食店・食品関連企業等と連
携し栄養バランスに偏りのある対象集団にアプローチする食環境整備に重点を置き、適切な食生活の実践を促すための効果的な対策の推進を図る。
【補助率】１／２（都道府県、保健所設置市、特別区）
④地域におけるボランティア活動を通じた実践的な予防活動を支援し、事例収集及びその効果検証を行う。
【補助率】１０／１０（民間団体）

- -

156

66 37

- -

喫煙率＝成人の喫煙者数
／生活習慣調査票の問１
に回答した者×100

-

％

健康的な生活習慣づくり重点化事業 担当部局庁 健康局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 健康課 健康課長　武井　貞治

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

社会保障

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

154

事業①
平成34年度に成人の喫煙
率を12％まで減少させる
（喫煙をやめたい者がやめ
る）

実施方法

定量的な成果目標

28年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国民健康・栄養調査

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

142% 124% 55%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国民健康・栄養調査

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

集計中

集計

集計

集計

集計中

集計中

集計中



単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

単位

37/48

30年度

計算式 X　/　Y

X:事業④の当該年度執行額（百万円）／Y:事業④実施
団体数

単位当たり
コスト

28年度 29年度 30年度 31年度活動見込

18.8 19.3

77/6 76/4

32年度
活動見込

-

0.5

28年度

12.8

28年度

- -

29,448 38,178

28年度 29年度 30年度

38,178 34,417

34,417

-101.2 -

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 34,417

130 90 - -

- 年度

24.2 29.9 - -

年度

34 年度

- 309/75

31年度活動見込

目標最終年度

24.5 24.5 24.5 - 24.5

28年度 30年度

87/90

4 4 6

29年度

40/90

 75/4

百万円

団体

当初見込み

事業③の事業実施自治体数
活動実績 自治体

当初見込み 自治体

1.2

算出根拠

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

92 90 91

達成度

19

60/49 43/42

X　/　Y

64/48

X:事業③の当該年度執行額（百万円）／Y:事業③実施
自治体数（都道府県、保健所設置市、特別区）

28年度

29年度 30年度

1

計算式

単位当たり
コスト

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

34

単位

X:事業①の当該年度執行額（百万円）／Y:事業①実施
自治体数（市町村）

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

81.9

単位

単位当たり
コスト

 77/4

達成度 ％

目標値

成果指標 29年度

糖尿病が強く疑われるもの
＋糖尿病の可能性が否定
できない者／ヘモグロビン
A1c値を測定し、身体状況
調査票の（６）（ｃ）、（７）、（７
-１）に回答した者※×100

成果実績

％

成果指標

％

事業④
民間団体の健康づくりの牽
引役となる人材の育成

-

28年度

1

自治体

70/91

- - 4 10

28年度 29年度 31年度活動見込

計算式

事業②の事業実施自治体数（平成30年度より実施）

46/90

42

31年度活動見込

1 0.8

0.8

X　/　Y 732/75

単位

％

事業①の事業実施自治体数

事業③
糖尿病有病者数の減少

活動指標

0.4

活動実績

30年度

30年度

49 49

百万円

活動実績 自治体

当初見込み 自治体

49 42 48

29年度

29年度 30年度

- - 75

31年度
活動見込

4

90 91 90

- - 150

28年度

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

人

予防教室参加者数

成果実績

目標値 人

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

自治体

百万円

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

事業④の事業実施団体数
活動実績

団体

計算式 X　/　Y

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

X:事業②の当該年度執行額（百万円）／Y:事業②実施
自治体数（市町村）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

29年度

4 4 6

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

75

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

48

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

90

31年度
活動見込

32年度
活動見込

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国民健康・栄養調査

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
日本食生活協会　事業報告書

集計

集計

集計

集計

※平成29年度はヘモグロビン

A1c値を測定し、身体状況調査票

の（７）（ｃ）、（８）、（８-１）に回答し

集計中

集計中

集計中

集計中
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0
1
8

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

-

目標年度

20～60歳代男性の肥満者の割合
（出典：国民健康・栄養調査）

施策 Ⅰ-10-2　生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図ること

政策 Ⅰ-10 妊産婦・児童から高齢者に至るまでの幅広い年齢層において、地域・職場などの様々な場所で、国民的な健康づくりを推進すること

測
定
指
標

-

-

実績値 ％ 32.4

単位
年度年度

中間目標 目標年度
28年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　生活習慣の改善等による健康づくり・疾病予防について、平成２５年度から、健康増進法に基づく「健康日本２１（第二次）」を開始しており、生活習
慣病の発症予防・重症化予防の徹底を基本的な方向の一つに位置付け、適度な運動、適切な食生活、禁煙などの予防や検診を通じて、国民の健康
づくりを進めている。

-

- 34
定量的指標

32.8

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： - -

施策の進捗状況（実績）

--

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

-

-

-

-

29年度 30年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

-

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

計画開始時
30年度 31年度

28 28

-

-

目標値

中間目標

28

目標最終年度

28 -

-

目標定性的指標

- -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

集計集計中



( )

平成29年度 310

239 平成25年度 280

平成26年度 294 平成27年度 306 平成28年度 303

平成22年度 301 平成23年度 275 平成24年度

平成30年度 厚生労働省 0317

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国民の健康増進を推進するために、必要最低限の経費のみ
計上しており、コストの水準は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受動喫煙対策促進事業をH30年度より新設したが法律の施
行が遅れたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

△

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は概ね当初見込みどおりである。

○

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

公募（民間団体向け）については、評価委員会が事業の効
果の高い事業を選定している。

行政事業レビュー推進チームの所見

平成30年度成果実績については現在集計中である。

○

交付要綱において、事業に必要な対象経費を定めている。

外部有識者の所見

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策目的である国民の健康づくりを推進するため、政策体系
の中で優先度の高い糖尿病予防対策等の実施により、健康
寿命の延伸等を図っている。

補助金交付に当たり、事業に要する経費について精査を
行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

‐

一者応札の改善のため、適宜、仕様書の改善等に努める。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

○

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

それぞれ事業の手段又は対象者が異なっており、役割分担
がされている。
　また、左記の事業以外にも、糖尿病対策として、保険者に
よる糖尿病性腎疾患者の重症化予防に関する事業がある。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

地域の住民を対象とした糖尿病予防対策等を実施すること
は、他の手段に比べて実効性の高い手段となっている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

「国民健康・栄養調査」での結果内容及び事業に要する経費の分析を踏まえ、更なる効率的な執行を行うとともに、必要に応じ予算要求に反映
する必要がある。

生活習慣の改善等により健康寿命の延伸等を図ることは、国民の健康づくりの推進に不可欠であり、引き続き実施する必要がある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

糖尿病予防や疾病の重症化予防等は、国民の健康寿命の
延伸に直結しているため、国民のニーズを的確に反映してい
る。

国民の健康増進を推進することは、国及び地方公共団体の
責務（応分負担）である。

○

生活習慣病対策推進費0337
厚生労働省

厚生労働省

厚生労働省
厚生労働省

○

公募（民間団体向け）については、評価委員会が資金の流
れの中間段階での支出の合理性も審査している。

厚生労働省

事業番号 事業名所管府省名

生活衛生関係営業対策費補助金
職場における受動喫煙対策事業受動喫煙に係る職場内環境
測定支援業務
受動喫煙に係る職場内環境測定支援業務
受動喫煙防止対策助成金等（行政経費を含む）

0387

0404

0408
0409

-



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

5

E.豊島区 F. 医療法人財団豊島健康診査センター

費　目

通信費 0.1

計 6.2 計

計 206.3 計 13

需用費 消耗品費、印刷製本費等 0.1

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託料
糖尿病予防のための食事・運動セミナーの
実施

6 運営費
糖尿病予防のための食事・運動セミナーの
実施

5

役務費

C.東京都 D.株式会社電通

費　目 使　途

委託費 普及啓発、業務委託等 87.3

印刷製本費 飲食店等の表示物作成等 8.8

その他 賃金、消耗品等 0.8

負担金、補助
及び交付金

諸対応経費補助 109.4 企画運営費
動画・WEBページ・ポスターの制作、広告掲
載、イベント実施に係る経費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

企画運営費
大学生世代向け喫煙・受動喫煙の健康影響
に関する意識向上事業実施委託等

費　目

計 5.9 計 3

費　目 使　途

1

B.凸版印刷株式会社
金　額

(百万円）

4.5

啓発物の作成、発送等に係る経費その他 印刷製本費、通信運搬費

企画立案、特別講座運営に係る経費

1.4 印刷雑費

使　途

委託費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

13

金　額
(百万円）

A.東京都

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

2

厚生労働省

490百万円

事業計画の審査、指導等

【補助金等交付】 【補助金等交付】 【補助金等交付】

①たばこ対策促進事業 ③糖尿病予防戦略事業 ④地域の健康増進活動支援事業

A.都道府県等（90） 40百

万円

E.都道府県等（48） 64百

万円

G.民間団体（6）77百

万円

たばこ対策促進事業

の実施

糖尿病予防戦略事業

の実施
ボランティア活動を通じた健康づくり活

動の実施

【随意契約（企画競争）等】 【随意契約（企画競争）】

［東京都の例］

B.凸版印刷株式会社

3百万円

［豊島区の例］

F.医療法人財団豊島健康診査センター等

5百万円

喫煙開始年齢の前後であ

る大学生世代を対象とし

た特別講座の実施

糖尿病予防食事・運動セミナーの実施

【補助金等交付】

②受動喫煙対策促進事業

C.都道府県等（75） 309百

万円

受動喫煙対策促進事

業の実施

【随意契約（企画競争）等】

［東京都の例］

D.株式会社電通

13百万円

受動喫煙防止対策の目的

や要旨について、イベント

を開催するなどの周知・啓



支出先上位１０者リスト

A.

B

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

1

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

2

1

1

1

1

2 - -

-1

- -

補助金等交付1

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

計 64 計 0

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

凸版印刷株式会社 7010501016231
大学生世代向け喫煙・受動
喫煙の健康影響に関する
意識向上事業実施委託

3
随意契約

（企画競争）
1 -

指名競争契約
（最低価格）

4 82.1％ -

株式会社スチュワー
ド

4010901028201
未成年者喫煙防止ポス
ターコンクール作品に関す
る業務委託

0.6
指名競争契約
（最低価格）

4 71.9％ -

2

99.9％

株式会社能登浦 6010601036163
未成年者喫煙防止ポス
ターコンクールに係る印刷

1

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

1000020132012

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

たばこ対策促進事業の実
施

-

-

契約方式等

補助金等交付

旅費 説明会出席旅費 4

金　額
(百万円）

G.（一財）日本食生活協会 H.

2000020350001

1000020290009

2

3

費　目 使　途
金　額

(百万円）

- -

法　人　番　号

3000020141003

8000020130001 5.9

10

-

7000020220001

4000020180009

3000020401307

2000020261009

4000020120006

入札者数
（応募者数）

落札率

会場借料 3

6

1

役務費 通信運搬費 3

消耗品費、印刷製本費等 54

使用量及び賃
借料

8

7

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

5 - -

- -

4

費　目 使　途

需用費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

東京都

横浜市

静岡県

福井県

福岡市

京都市

千葉県

山口県

奈良県

八王子市



C

D

E

9

10

7

8

足立区 2000020131211
糖尿病予防戦略事業の実
施

3 補助金等交付 - - -

宮城県 8000020040002
糖尿病予防戦略事業の実
施

2 補助金等交付 - - -

1

2

5

6

3

4

福岡県 6000020400009
糖尿病予防戦略事業の実
施

4 補助金等交付 - - -

杉並区 8000020131156
糖尿病予防戦略事業の実
施

4 補助金等交付 - - -

8

9

6

7

富士ソフトサービス
ビューロ株式会社

1010601027646
新制度に伴う業務委託（そ
の２）

2
指名競争契約
（最低価格）

2 91.9％ -

10
パール商事株式会
社

5010001054411 標識等作成委託 0.1
指名競争契約
（最低価格）

5 33.7％ -

株式会社電通 4010401048922
受動喫煙に関する都民の
意識調査

0.6
随意契約
（少額）

1 100％ -

1

4

5

2

3

シンソー印刷株式会
社

2011101036302
受動喫煙防止対策のため
の標識等の印刷

6
指名競争契約
（最低価格）

1 99.9％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7

8

5

6

神奈川県 1000020140007
受動喫煙対策促進事業の
実施

6 補助金等交付 - - -

9

10

横浜市 3000020141003
受動喫煙対策促進事業の
実施

3 補助金等交付 - - -

京都府 2000020260002
受動喫煙対策促進事業の
実施

3 補助金等交付 - - -

3

4

1

2

東京都 8000020130001
受動喫煙対策促進事業の
実施

206 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

静岡県 7000020220001
受動喫煙対策促進事業の
実施

14 補助金等交付 - - -

京都市 2000020261009
受動喫煙対策促進事業の
実施

12 補助金等交付 - - -

千葉市 6000020121002
受動喫煙対策促進事業の
実施

10 補助金等交付 - - -

宇都宮市 7000020092011
受動喫煙対策促進事業の
実施

5 補助金等交付 - - -

福岡市 3000020401307
受動喫煙対策促進事業の
実施

3 補助金等交付 - - -

兵庫県 8000020280003
受動喫煙対策促進事業の
実施

3 補助金等交付 - - -

株式会社電通 4010401048922
新制度に関する普及啓発
業務実施委託

13
随意契約

（企画競争）
1 99.9％ -

凸版印刷株式会社 7010501016231
施設管理者向け受動喫煙
防止対策解説動画の作成
委託

4
指名競争契約
（最低価格）

3 89.6％ -

富士ソフトサービス
ビューロ株式会社

1010601027646 新制度に伴う業務委託 2
指名競争契約
（最低価格）

4 65.5％ -

株式会社成光社 6010801006057
施設管理権原者等向け説
明会実施委託

2
指名競争契約
（最低価格）

4 96.6％ -

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式
会社

7010001064648
AIチャットボットサービス提
供委託

2
指名競争契約
（最低価格）

6 70.1％ -

株式会社アイネット 5010001067883
施設管理者向けパンフレッ
トの作成委託

1
指名競争契約
（最低価格）

6 32.2％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

豊島区 8000020131164
糖尿病予防戦略事業の実
施

6.2 補助金等交付 - - -

富山県 7000020160008
糖尿病予防戦略事業の実
施

4 補助金等交付 - - -

福岡市 3000020401307
糖尿病予防戦略事業の実
施

3 補助金等交付 - - -

長野県 1000020200000
糖尿病予防戦略事業の実
施

3 補助金等交付 - - -

栃木県 5000020090000
糖尿病予防戦略事業の実
施

2 補助金等交付 - - -

鹿児島県 8000020460001
糖尿病予防戦略事業の実
施

2 補助金等交付 - - -



F

G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

3

4

1

2

一般財団法人　日本
食生活協会

9010005018706
地域の健康増進活動支援
事業

64 補助金等交付 - - -

5

6

特定非営利活動法
人　メディカルケア協
会

7090005001268
地域の健康増進活動支援
事業

2 補助金等交付 - - -

一般社団法人　全国
食支援活動協力会

7010905002703
地域の健康増進活動支援
事業

3 補助金等交付 - - -

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

医療法人財団豊島
健康診査センター

6013305000385
糖尿病予防のための食事・
運動セミナーの実施（H30
新規対象者）

5
随意契約

（企画競争）
1 99％ ‐

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

株式会社ベネフィット
ワン・ヘルスケア

4010701025035
糖尿病予防のための食事・
運動セミナーの実施（H29
年度からの継続対象者）

1
随意契約

（企画競争）
1 99％ ‐

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

特定非営利活動法
人　スノーパーク小
出

7110005015298
地域の健康増進活動支援
事業

3 補助金等交付 - - -

特定非営利活動法
人　コラボりん湖西

1080405006658
地域の健康増進活動支援
事業

3 補助金等交付 - - -

一般社団法人　健康
寿命世界一

2122005003113
地域の健康増進活動支援
事業

2 補助金等交付 - - -


